
（注） 　小規模宅地等の特例等を適用した場合には、第 11・11 の２表の付表２の「２　特定計画山林の特例の対象とな
る特定計画山林等の調整限度額の計算」の⑥欄の価額又は第 11・11 の２表の付表２の２の「３　特定計画山林の
特例の対象となる特定計画山林等の調整限度額の計算」の⑨欄の価額を上記「Ａ＋Ｂ」の金額を限度として、特定
（受贈）森林経営計画対象山林を特定計画山林の特例の対象として選択することができます。
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